
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
ガスを浄化する蓄熱型酸化装置であって、
熱交換媒体を各々含んでいる少なくとも第１及び第２の蓄熱コラムと、
これら蓄熱コラムの各々に連通しているガス入口手段及びガス出口手段と、
前記蓄熱コラムの各々に連通している燃焼室と、
該燃焼室の中で熱を発生する発熱手段と、
前記ガスを第１の方向において前記コラムの中の一方のコラムの前記入口手段に導き、ま
た、第２の方向において前記コラムの中の他方のコラムに通すように、前記ガスを交互に
導く弁手段と、
前記第１のコラムの上流側の位置にある前記ガスの温度を連続的に検知する第１の温度検
知手段と、
前記第２のコラムの下流側の位置にある前記ガスの温度を連続的に検知する第２の温度感
知手段と、
前記第１及び第２の温度感知手段によって検知された前記温度の間の差を計算する温度差
計算手段と、
前記計算手段に応答し、前記計算された差が所定値よりも低い場合に、前記第１のコラム
の上流側の前記ガスに燃料を添加する燃料添加手段とを備えること、を特徴とする蓄熱型
酸化装置。
【請求項２】
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請求項１に記載の蓄熱型酸化装置において、更に、前記計算手段に関連して設けられてい
て前記差を一定時間にわたって平均化する、平均化手段を備えること、を特徴とする蓄熱
型酸化装置。
【請求項３】
請求項１に記載の蓄熱型酸化装置において、前記添加手段は 記ガスに前記燃料を添加
するように構成されたこと、を特徴とする蓄熱型酸化装置。
【請求項４】
請求項１に記載の蓄熱型酸化装置において、前記燃焼室の前記発熱手段は、バーナを備え
ていること、を特徴とする蓄熱型酸化装置。
【請求項５】
請求項１に記載の蓄熱型酸化装置において、前記燃料は、天然ガスを含むこと、を特徴と
する蓄熱型酸化装置。
【請求項６】
請求項１に記載の蓄熱型酸化装置において、更に、前記第１のコラムの上流側の前記ガス
の流量を感知する流量感知手段を備えており、前記添加手段は、更に、前記流量感知手段
に応答して、前記第１のコラムの上流側の前記ガスに燃料を添加するように構成されたこ
と、を特徴とする蓄熱型酸化装置。
【請求項７】
請求項２に記載の蓄熱型酸化装置において、更に、前記第１のコラムの上流側の前記ガス
の流量を感知する流量感知手段を備えており、前記添加手段は、更に、前記流量感知手段
に応答して、前記第１のコラムの上流側の前記ガスに燃料を添加するように構成されたこ
と、を特徴とする蓄熱型酸化装置。
【請求項８】
請求項６に記載の蓄熱型酸化装置において、前記流量感知手段は、差圧感知手段を含むこ
と、を特徴とする蓄熱型酸化装置。
【請求項９】
請求項７に記載の蓄熱型酸化装置において、前記流量感知手段は、差圧感知手段を含むこ
と、を特徴とする蓄熱型酸化装置。
【請求項１０】
請求項８に記載の蓄熱型酸化装置において、前記差圧感知手段は、前記第１のコラムの上
流側の位置と前記第２のコラムの下流側の位置との間の差圧を感知するように構成された
こと、を特徴とする蓄熱型酸化装置。
【請求項１１】
請求項１に記載の蓄熱型酸化装置において、更に、前記計算手段に応答し、前記温度差が
所定値に達した場合に、前記蓄熱コラムの中の一方の蓄熱コラムによって前記ガスが冷却
される前に、前記燃焼室からの前記ガスの一部を放出する手段を備えること、を特徴とす
る蓄熱型酸化装置。
【請求項１２】
請求項２に記載の蓄熱型酸化装置において、更に、前記計算手段に応答し、前記温度差の
平均値が所定値に達した場合に、前記蓄熱コラムの中の一方の蓄熱コラムによって前記ガ
スが冷却される前に、前記燃焼室からの前記ガスの一部を放出する手段を備えること、を
特徴とする蓄熱型酸化装置。
【請求項１３】
請求項１に記載の蓄熱型酸化装置において、更に、前記ガス入口手段と前記ガス出口手段
との間の差圧を感知する差圧感知手段と、該差圧感知手段に応答し、前記差圧が所定値に
達した場合に、前記蓄熱コラムの中の一方の蓄熱コラムによって前記ガスが冷却される前
に、前記燃焼室からの前記ガスの一部を放出する手段とを備えること、を特徴とする蓄熱
型酸化装置。
【請求項１４】
ガスを浄化する蓄熱型酸化装置であって、
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熱交換媒体を各々含んでいる少なくとも第１及び第２の蓄熱コラムと、
これら蓄熱コラムの各々に連通しているガス入口手段及びガス出口手段と、
前記蓄熱コラムの各々に連通している燃焼室と、
該燃焼室の中で熱を発生する発熱手段と、
前記ガスを第１の方向において前記コラムの中の一方のコラムの前記入口手段に導き、ま
た、第２の方向において前記コラムの中の他方のコラムに通すように、前記ガスを交互に
導く弁手段と、
前記第１のコラムの上流側の位置にある前記ガスの温度を連続的に検知する第１の温度検
知手段と、
前記第２のコラムの下流側の位置にある前記ガスの温度を連続的に検知する第２の温度感
知手段と、
前記第１及び第２の温度感知手段によって検知された前記温度の間の差を計算する温度差
計算手段と、
前記計算手段に応答し、前記温度差が所定値に達した場合に、前記蓄熱コラムの中の一方
の蓄熱コラムによって前記ガスが冷却される前に、前記燃焼室からの前記ガスの一部を放
出する放出手段とを備えること、を特徴とする蓄熱型酸化装置。
【請求項１５】
請求項１４に記載の蓄熱型酸化装置において、更に、前記計算手段に関連して設けられて
いて前記差を一定時間にわたって平均化する、平均化手段を備えること、を特徴とする蓄
熱型酸化装置。
【請求項１６】
請求項１４に記載の蓄熱型酸化装置において、更に、前記ガス入口手段と前記ガス出口手
段との間の差圧を感知する差圧感知手段を備えており、前記放出手段は、更に、前記差圧
感知手段に応答して、前記蓄熱コラムの中の一方の蓄熱コラムによって前記ガスが冷却さ
れる前に、前記燃焼室からの前記ガスの一部を放出するように構成されたこと、を特徴と
する蓄熱型酸化装置。
【請求項１７】
請求項１５に記載の蓄熱型酸化装置において、更に、前記ガス入口手段と前記ガス出口手
段との間の差圧を感知する差圧感知手段を備えており、前記放出手段は、更に、前記差圧
感知手段に応答して、前記蓄熱コラムの中の一方の蓄熱コラムによって前記ガスが冷却さ
れる前に、前記燃焼室からの前記ガスの一部を放出するように構成されたこと、を特徴と
する蓄熱型酸化装置。
【請求項１８】
ガスを浄化する蓄熱型酸化装置であって、
熱交換媒体を各々含んでいる少なくとも第１及び第２の蓄熱コラムと、
これら蓄熱コラムの各々に連通しているガス入口手段及びガス出口手段と、
前記蓄熱コラムの各々に連通している燃焼室と、
該燃焼室の中で熱を発生する発熱手段と、
前記ガスを第１の方向において前記コラムの中の一方のコラムの前記入口手段に導き、ま
た、第２の方向において前記コラムの中の他方のコラムに通すように、前記ガスを交互に
導く弁手段と、
前記第１のコラムの上流側の位置にある前記ガスの温度を連続的に検知する第１の温度検
知手段と、
前記第２のコラムの下流側の位置にある前記ガスの温度を連続的に検知する第２の温度感
知手段と、
前記第１及び第２の温度感知手段によって検知された前記温度の間の差を計算する温度差
計算手段と、
前記計算手段に応答し、前記計算された差が所定値に達した場合に、前記第１のコラムの
上流側の前記ガスを希釈する希釈手段とを備えること、を特徴とする蓄熱型酸化装置。
【請求項１９】
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請求項１８に記載の蓄熱型酸化装置において、更に、前記計算手段に関連して設けられて
いて前記差を一定時間にわたって平均化する、平均化手段を備えること、を特徴とする蓄
熱型酸化装置。
【請求項２０】
ガスを燃焼させるガス燃焼方法であって、
熱交換媒体を各々含むと共にガス入口手段及びガス出口手段を有している、少なくとも第
１及び第２の蓄熱コラムと、これら蓄熱コラムの各々に連通する燃焼室と、前記燃焼室の
中に熱を発生させる発熱手段と、前記ガスを第１の方向において前記蓄熱コラムの中の一
方の蓄熱コラムに導き、第２の方向において前記蓄熱コラムの中の他方の蓄熱コラムに通
すように、前記ガスを交互に導く弁手段とを準備する工程と、
前記第１のコラムの上流側の位置の前記ガスの温度を検知する工程と、
前記第２のコラムの下流側の位置の前記ガスの温度を検知する工程と、
前記検知された温度の間の差を計算する工程と、
前記差が所定値に達した場合に前記ガスに燃料を添加する工程とを備えること、を特徴と
するガス燃焼方法。
【請求項２１】
請求項２０に記載のガス燃焼方法において、前記計算された温度差を一定時間にわたって
平均化する工程を更に備えること、を特徴とするガス燃焼方法。
【請求項２２】
請求項２０に記載のガス燃焼方法において、前記計算された温度差が所定値に達した場合
にこれに応答して、前記燃焼室からの前記ガスの一部を排出する工程を更に備えること、
を特徴とするガス燃焼方法。
【請求項２３】
請求項２１に記載のガス燃焼方法において、前記平均温度差が所定値に達した場合にこれ
に応答して、前記燃焼室からの前記ガスの一部を放出する工程を更に備えること、を特徴
とするガス燃焼方法。
【請求項２４】
請求項２０に記載のガス燃焼方法において、前記第１のコラムの上流側の前記ガスの流量
を感知し、該感知された流量及び温度差に応答して、前記ガスに前記燃料を注入する工程
を更に備えること、を特徴とするガス燃焼方法。
【請求項２５】
請求項２１に記載のガス燃焼方法において、前記第１のコラムの上流側の前記ガスの流量
を感知し、該感知された流量及び平均温度差に応答して、前記ガスに前記燃料を注入する
工程を更に備えること、を特徴とするガス燃焼方法。
【請求項２６】
請求項２０に記載のガス燃焼方法において、前記ガス入口手段と前記ガス出口手段との間
の差圧を感知する工程と、前記差圧が所定値に達した場合に、前記蓄熱コラムの中の一方
の蓄熱コラムによって前記ガスが冷却される前に、前記燃焼室からの前記ガスの一部を放
出する工程とを更に備えること、を特徴とするガス燃焼方法。
【請求項２７】
請求項２１に記載のガス燃焼方法において、前記ガス入口手段と前記ガス出口手段との間
の差圧を感知する工程と、前記差圧が所定値に達した場合に、前記蓄熱コラムの中の一方
の蓄熱コラムによって前記ガスが冷却される前に、前記燃焼室からの前記ガスの一部を放
出する工程とを更に備えること、を特徴とするガス燃焼方法。
【請求項２８】
ガスを燃焼させるガス燃焼方法であって、
熱交換媒体を各々含むと共にガス入口手段及びガス出口手段を有している、少なくとも第
１及び第２の蓄熱コラムと、これら蓄熱コラムの各々に連通する燃焼室と、前記燃焼室の
中に熱を発生させる発熱手段と、前記ガスを第１の方向において前記蓄熱コラムの中の一
方の蓄熱コラムに導き、第２の方向において前記蓄熱コラムの中の他方の蓄熱コラムに通
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すように、前記ガスを交互に導く弁手段とを準備する工程と、
前記第１のコラムの上流側の位置の前記ガスの温度を検知する工程と、
前記第２のコラムの下流側の位置の前記ガスの温度を検知する工程と、
前記検知された温度の間の差を計算する工程と、
前記計算された差が所定値に達した場合に、前記蓄熱コラムの中の一方の蓄熱コラムによ
って前記ガスが冷却される前に、前記燃焼室からの前記ガスの一部を放出する工程とを備
えること、を特徴とするガス燃焼方法。
【請求項２９】
請求項２８に記載のガス燃焼方法において、前記計算された温度差を一定時間にわたって
平均化する工程を更に備えること、を特徴とするガス燃焼方法。
【請求項３０】
請求項２８に記載のガス燃焼方法において、前記ガス入口手段と前記ガス出口手段との間
の差圧を感知する工程と、前記差圧が所定値に達した場合にこれに更に応答して、前記蓄
熱コラムの中の一方の蓄熱コラムによって前記ガスが冷却される前に、前記燃焼室からの
前記ガスの一部を放出する工程とを更に備えること、を特徴とするガス燃焼方法。
【請求項３１】
請求項２９に記載のガス燃焼方法において、前記ガス入口手段と前記ガス出口手段との間
の差圧を感知する工程と、前記差圧が所定値に達した場合にこれに更に応答して、前記蓄
熱コラムの中の一方の蓄熱コラムによって前記ガスが冷却される前に、前記燃焼室からの
前記ガスの一部を放出する工程とを更に備えること、を特徴とするガス燃焼方法。
【請求項３２】
ガスを燃焼させるガス燃焼方法であって、
熱交換媒体を各々含むと共にガス入口手段及びガス出口手段を有している、少なくとも第
１及び第２の蓄熱コラムと、これら蓄熱コラムの各々に連通する燃焼室と、前記燃焼室の
中に熱を発生させる発熱手段と、前記ガスを第１の方向において前記蓄熱コラムの中の一
方の蓄熱コラムに導き、第２の方向において前記蓄熱コラムの中の他方の蓄熱コラムに通
すように、前記ガスを交互に導く弁手段とを準備する工程と、
前記第１のコラムの上流側の位置の前記ガスの温度を検知する工程と、
前記第２のコラムの下流側の位置の前記ガスの温度を検知する工程と、
前記検知された温度の間の差を計算する工程と、
前記差が所定値に達した場合に前記ガスに希釈空気を添加する工程とを備えること、を特
徴とするガス燃焼方法。
【請求項３３】
請求項３２に記載のガス燃焼方法において、前記計算された温度差を一定時間にわたって
平均化する工程を更に備えること、を特徴とするガス燃焼方法。
【発明の詳細な説明】

種々の製造作業の望ましくない不純物及び副生物を調節し及び／又はこれら望ましくない
不純物及び副生物を除去することは、そのような不純物及び副生物が発生する可能性のあ
る潜在的な汚染の観点から、かなり重要になってきている。そのような汚染物を除去しあ
るいは少なくとも減少させるための従来の一つの手法は、汚染物を焼却によって酸化させ
ることである。十分な量の酸素を含む汚染された空気が、十分に長い時間にわたって十分
に高い温度まで加熱された場合に、焼却が生じて、望ましくない化合物を二酸化炭素及び
水蒸気の如き無害なガスに転換する。
焼却を行うために必要とされる熱を発生させるために必要な燃料のコストが高いという観
点から、可能な限り多くの熱を回収することが効果的である。この目的のために、米国特
許第３，８７０，４７４号（ここで参照することにより、この米国特許の開示内容が本明
細書に組み込まれるものとする）は、３つの蓄熱器を備えた蓄熱型酸化装置を開示してお
り、上記３つの蓄熱器の中の２つの蓄熱器は、常時作動しており、一方、第３の蓄熱器は
、少量の清浄空気のパージを受け入れて、未処理の又は汚染された空気をその第３の蓄熱

10

20

30

40

50

(5) JP 3987576 B2 2007.10.10

発明の背景



器から追い出し、汚染物質の酸化を行う燃焼室の中に排出する。第１のサイクルが完了す
ると、汚染された空気の流れは、その前に清浄空気を排出した蓄熱器を通って逆流する。
汚染された空気は、上記燃焼室に入る前に上記蓄熱器を通過することによって予熱される
。このようにして、熱回収が行われる。
米国特許第４，３０２，４２６号は、高温の焼却ゾーン又は燃焼ゾーンにおける過度の温
度を調節する、蓄熱型の公害防止装置を開示している。上記温度調節を行うために、上記
燃焼ゾーンの温度を感知し、該燃焼ゾーンの温度が所定の高い温度に到達すると、通常は
熱交換器のベッドを通過するガスを、上記ベッドではなく該ベッドの周囲にバイパスさせ
て、熱交換器のベッドを通常のように通過することによって既に冷却されている他のガス
と混合させ、その後大気に排出する。
しかしながら、燃焼ゾーン又は高温ゾーンで感知した温度に基づいてバイパス運転を行う
ことは、幾分不十分であり、望ましくない熱スパイクすなわち熱上昇を生じさせることが
ある。上述の蓄熱型の装置を用いた場合の他の問題点は、燃焼室の中の熱分布の均一性に
欠け、燃焼室の温度を維持するためにバーナ又は電気ヒータを使用する経費がかかること
である。より詳細に言えば、一般的には、１又はそれ以上のバーナを燃焼室の中に設けて
、燃焼室の温度を調節する。しかしながら、上記バーナに近くない燃焼室の領域は、その
ようなバーナに近い領域よりも冷たくなる傾向を有している。温度の低い領域は、汚染さ
れたプロセス空気の不完全燃焼を生じさせる。追加のバーナを設けて上記問題点を解決す
ることは、経済的な解決策ではない。また、バーナを連続運転することは、ＮＯｘの主要
な発生源である。
米国特許第４，２６７，１５２号は、燃焼室に入る前の汚染された空気（汚染空気）に天
然ガスを注入して、より均一な熱分布を促進させることを開示している。燃焼室の温度を
感知し、この温度が天然ガスの自己点火を生じさせるに十分な所定値に到達した後に、天
然ガスを汚染空気の中に注入する。燃焼室の温度が所定値を超えた場合には、天然ガスの
注入を停止する。この操作は、バーナの運転と統合され、また、バーナの運転は、感知し
た燃焼室の温度に基づいて行われる。
しかしながら、燃焼室の温度を感知する熱電対を用いた場合でも、この熱電対の近くにな
い燃焼室の領域の低い温度を検知することはできず、これにより、不完全燃焼を生じさせ
る。また、上記熱電対の近くにない領域の必要以上に高い温度も検知することができない
。必要以上に高い温度が存在すると、過度の燃料消費及び圧力を生じさせる。また、誤差
限界の範囲内の所定の温度限界に基づいてガスを注入して完全燃焼を行わせることは、本
来非効率的である。
従って、本発明の目的は、上述の如き蓄熱型酸化装置の効率を改善することである。
本発明の別の目的は、上述の如き蓄熱型酸化装置における均一な温度分布を促進させるこ
とである。
本発明の更に別の目的は、蓄熱型酸化装置の熱交換ゾーンの熱回収効率を調節して、酸化
プロセスにおける燃料消費を最適化することである。
本発明の更に別の目的は、定常状態の運転が達成された後に、燃焼ゾーンのバーナの運転
を最小限にし、若しくは、そのようなバーナの運転を排除することである。
本発明の別の目的は、下流側の熱交換ゾーンをバイパスさせることによって熱回収率を調
整し、これにより、熱効率を産業廃棄物の要件に適応させることである。
本発明の更に別の目的は、蓄熱型酸化装置に入る前の産業廃棄物を希釈することによって
、そのような産業廃棄物の汚染濃度を調節することである。

上述の従来技術の問題点は、酸化装置の示差温度を用いて燃焼プロセスを維持し燃料の精
確な添加量を調節する蓄熱型酸化装置を提供する、本発明によって解消された。汚染空気
の如き処理すべき産業廃棄物は、最初に、熱い熱交換ベッドを通して、該熱交換ベッドに
連通する高温の酸化室（燃焼室）又は燃焼ゾーンに入れられ、その後、相対的に冷たい第
２の熱交換ベッドに通される。本装置は、セラミックの耐火材の如き熱交換媒体が充填さ
れていて内側が熱絶縁されている、多数の熱交換コラムを備えるのが好ましく、これら熱
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交換コラムは、内側が熱絶縁されている燃焼室に流体連通している。汚染空気が、適宜な
弁機構を有する入口マニホールドを通して、本装置に供給される。汚染空気は、次に、そ
れ以前の回収サイクルから「蓄積」された熱を保有している熱交換媒体に導入される。そ
の結果、汚染空気は、酸化温度付近まで加熱される。汚染空気が、１又はそれ以上のバー
ナ又は他の加熱手段が設けられている燃焼室を通過する際に、酸化反応が完了される。汚
染空気は、汚染物質を完全に分解させるに十分な時間にわたって、運転温度に維持される
。浄化された空気すなわち清浄空気は、上記燃焼室から、熱交換媒体を収容している別の
コラムを通って、垂直方向下方に流れ、流量制御弁が逆転した時のその後の流入サイクル
で使用される熱を上記媒体に蓄積させる。その結果生じた清浄空気は、出口弁を通って出
口マニホールドに導かれ、入口よりも若干高い温度の大気に放出されるか、あるいは、酸
化装置の入口に循環される。
本発明の第１の実施の形態においては、産業廃棄物の第１のガス温度が、本装置の入口で
測定され、また、第２のガス温度が、本装置の出口で測定される。産業廃棄物が熱交換コ
ラムに入る前の上記産業廃棄物に対する燃料の添加は、上記第１及び第２の温度の差に基
づいて調節される。
本発明の第２の実施の形態においては、蓄熱コラムに入る前の産業廃棄物に対する燃料の
添加は、上記第１及び第２の温度の間の差、及び、産業廃棄物の測定流量の両方に基づい
て調節される。
本発明の第３の実施の形態においては、差圧を用いて酸化装置の熱効率が調節され、この
調節は、上記差圧に応答して燃焼室からの清浄空気の一部を通気すなわち逃がすことによ
って行われる。
本発明の第４の実施の形態においては、産業廃棄物の第１のガス温度を本装置の入口で測
定し、また、第２のガス温度を本装置の出口で測定する。上記入口と出口との間の温度差
を用いて、酸化装置の熱効率を調節する。この調節は、上記温度差に応答して燃焼室から
の清浄空気の一部を通気することによって行われる。
本発明の第５の実施の形態においては、上記差圧及び温度差すなわち示差温度の両方を用
いて酸化装置の熱効率を調節する。この調節は、上記差圧及び温度差に応答して燃焼室か
らの清浄空気の一部を通気することによって行われる。
本発明の第６の実施の形態においては、上記温度差を用いて酸化装置の熱効率を調節する
。この調節は、上記温度差に応答して希釈空気を汚染空気に添加することによって行われ
る。

図１は、本発明の酸化装置の付属的な構成要素を示す概略図であり、
図２は、本発明の酸化装置の概略図であり、
図３は、ある時間にわたる代表的なサイクル示差温度プロフィールを示すグラフであり、
図４は、本発明に従って熱交換器効率を制御する温度プロフィールを示すグラフであり、
図５は、図１及び図２の凡例を示す表である。

本発明の蓄熱型酸化装置は、２つ又は３つの蓄熱コラムを備えるのが好ましいが、２つの
蓄熱コラムを備えるのが最も好ましく、各々の蓄熱コラムは、燃焼室に流体連通されてい
る。
ここで図２を参照すると、本発明の好ましい実施の形態による蓄熱装置の概略図が示され
ている。熱絶縁された第１の熱交換コラム”Ａ”は、熱絶縁された外側シェルＨ－１０１
によって画成されており、この外側シェルは、セラミックファイバの絶縁材によって熱絶
縁されるのが好ましい。熱交換コラム”Ａ”は、熱交換媒体を収容している。熱を十分に
吸収して蓄積することのできる任意の適宜な熱交換媒体を使用することができる。熱交換
媒体は、固気界面の有効面積を最大限にするように設計された鞍型の又は他の形状（例え
ば玉砂利）を有するセラミックの耐火材から形成されるのが好ましい。熱交換コラム”Ａ
”は、ガスバーナＢ－１０１の如き加熱手段を有していて高温が維持される燃焼室Ｃ－１
０１に流体連通している。ファンＰ－１０２が、燃焼空気をバーナＢ－１０１に供給する
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。図示のように、燃料ガスもバーナＢ－１０１に供給される。
これも熱交換媒体を収容している同様の第２の熱交換コラム”Ｂ”が、燃焼室Ｃ－１０１
に流体連通している。燃焼室Ｃ－１０１は、適宜な導管Ｆを介して排気用煙突Ｆに流体連
通しており、後に説明するように、燃焼室Ｃ－１０１から排気用煙突Ｅへ排出される清浄
空気の量は、弁ＴＣＶ－１０３によって調節される。
汚染空気が酸化装置へ搬送され、上記汚染空気は、プロセスファンＰ－１０１（図１）を
介して、ＦＣＶ－１０２、ＦＣＶ－１０３を有する入口弁マニホールドまで搬送される。
必要に応じて、希釈及び／又はパージ空気も、補給空気弁ＦＣＶ－１１０（図１）を介し
て補給空気導管５に流体連通するファンＰ－１－１によって供給することができる。弁Ｆ
ＣＶ－１１０の制御をアナログ動作によって行って、希釈空気の絞りを比例調節すること
ができる。上記弁マニホールドに使用される弁は、その応答時間が極めて短いことから、
ポペット弁であるのが好ましい。上記弁マニホールドは、熱交換コラム”Ａ”及び”Ｂ”
を通る流れ方向を制御する。方向”ＡＡ”（図示の）においては、流れは、入口弁ＦＣＶ
－１０２を通って酸化装置に入る。この流れは、汚染空気が予熱される熱交換コラム”Ａ
”の中の媒体を通って上方に導かれる。汚染空気は、汚染物質の酸化反応を完了させる燃
焼室Ｃ－１０１を通過し、次いで、燃焼熱が上記媒体に伝達されこの時点において清浄空
気が冷却される熱交換コラム”Ｂ”を通って下方に導かれ、その後、排気弁ＦＣＶ－１０
４を通って酸化装置から出る。酸化装置を通る流れ方向は、それ以前のサイクルから両側
の位置へ切り替わる弁によって、規則的な間隔で逆転される。この時点の方向”ＢＢ”（
図示せず）において、流れは、入口弁ＦＣＶ－１０３を通って酸化装置に入る。この流れ
は、汚染空気が燃焼温度まで予熱される熱交換コラム”Ｂ”の中の媒体を通って上方へ導
かれる。汚染空気は、酸化反応が完了される燃焼室Ｃ－１０１を通り、次に、熱交換コラ
ム”Ａ”を通って下方に導かれる。この熱交換コラム”Ａ”において、燃焼熱はコラム”
Ａ”の中の媒体に伝達され、清浄空気は、排気弁ＦＣＶ－１０１を通って酸化装置を出る
前に、再度冷却される。
始動運転の間に、酸化装置は、燃焼室の中においてバーナにより加熱される関連技術の酸
化反応を行う温度（例えば、約８１５℃（１，５００°Ｆ））よりも若干高い温度（例え
ば、約８７１℃（１，６００°Ｆ）から約９２７℃（１，７００°Ｆ））まで、バーナＢ
－１０１によって予熱される。この予熱操作は、熱交換コラム”Ａ”及び”Ｂ”の上方領
域で燃焼を開始させるために実行される。酸化装置が、始動プロセスにおいて最初に予熱
された後に、定常状態に到達すると、燃焼室Ｃ－１０１の中のバーナＢ－１０１に対する
燃料を停止する。バーナＢ－１０１の使用を最小限にすることにより、そのバーナが発生
するＮＯｘ量が最小限になり、予熱されていない燃料ガスを排除し、また、補助燃焼空気
を減少させることにより、酸化装置の熱効率が最適化される。
本発明の第１の実施の形態によれば、酸化装置の入口温度ＴＥ－１０１Ａは、熱電対の如
き適宜な手段によって感知又は検知され、ＰＬＣによって連続的にサンプリングされる。
”ＰＬＣ”は、「プログラム可能な論理制御装置（ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　ｌｏｇｉ
ｃ　ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｒ）」の通常の頭文字である。ＰＬＣは、計算機能及び論理機能
を有する装置であって、特に、多数のプロセス変数の入力信号を感知し、これら入力信号
にプログラムされた通りに応答して出力信号を発生することができる。酸化装置の入口温
度を感知する手段の位置は、流入する汚染空気を加熱する流入側（すなわち、上流側）の
熱交換コラムに入る前に設けられる限り、特に限定されない。酸化装置の排気温度ＴＥ－
１０８Ａも、熱電対の如き適宜な手段によって感知又は検知され、ＰＬＣによって連続的
にサンプリングされる。酸化装置の出口温度すなわち排出温度を感知する手段の位置は、
清浄空気を冷却する流出側（すなわち、下流側）の熱交換コラムの後に設けられる限り、
特に限定されない。入口温度を排気温度と比較して（例えば、入口温度を排気温度から減
じて）、酸化装置の実時間示差温度（「ΔＴ（デルタＴ）」）を確立する。図３は、酸化
装置に燃料注入するか直接加熱をすることなくあるいはこれらをいずれもすることなく、
平均化した定常状態を持続するのに必要なエネルギー供給状態よりも低い汚染物質を負荷
させた場合の１５分間の継続時間にわたる代表的なサイクル示差温度プロフィールのグラ
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フである。排出物質の性質、従って、蓄熱型酸化装置のΔＴの性質は、流れ方向サイクル
の継続時間にわたって温度が連続的に変化するということである。従って、ΔＴを平均化
して安定した値を得ることが好ましい。頻繁な間隔（例えば、２秒間）で取った多数の値
から成るスタックを生成してΔＴ（非線形である）の真の平均を形成することによって、
ある時間（例えば、図３に示す１５分間）にわたって取った移動平均である。新しい値が
サンプリングされてスタックに加えられると、上記スタックの値の中の最も古い値を除去
する。この平均は、ΔＴが汚染空気の汚染物質負荷の変化を反映するようにし、同時に、
制御を行う定常値を維持する。上記ΔＴ値は、酸化装置の熱交換ゾーンの熱効率の目安で
あり、汚染空気のヒート・バリューすなわち熱価を表している。例えば、汚染空気の中の
汚染物質の濃度が特定の濃度よりも低くなると、ΔＴも特定の値よりも小さくなり、これ
に応答して、天然ガス又はプロパンの如き燃料を、熱交換コラムに入る前の位置において
汚染空気に添加することができる。
酸化装置に対する汚染空気の流量が変動することがあるが、そのような変動に対するΔＴ
の応答時間は、理想的な応答時間よりも劣ることがある。従って、本発明の第２の実施の
形態によれば、汚染空気の流量をプロセス変数として用い、このプロセス変数を汚染空気
の流量と比較して、汚染空気の流量に比例して燃料ガスの流量を迅速に調節することがで
きる。より詳細に言えば、風速計、アニュバー（ａｎｎｕｂａｒ）、オリフィス、静圧、
あるいは、他の種々の産業廃棄物の測定技術の如き、流量を決定する適宜な手段を用いる
ことができる。流量決定を行う好ましい手段は、酸化装置の差圧（「ΔＰ（デルタＰ）」
）を測定することによって流量決定を行う。従って、差圧トランスジューサＤＰＴ－１０
１（図２）が、各々の蓄熱型の熱交換コラムの底部プレナムに連通していて、熱交換コラ
ムの間の差圧を測定する。上記ΔＰは、無燃料閾値よりも低い状態の酸化装置を通る汚染
空気の全流量に正比例する。次に、上記トランスジューサによって発生された信号がＰＬ
Ｃに伝送され、ＰＬＣは、ΔＴと関連づけて燃料ガスの流量を調節する。必要とされる燃
料ガスの流量の適宜な基準値を決定するために、汚染物質を含まない空気を最初に装置に
通し、所望の効率で運転を行う燃料ガスの適正量を決定する。次に、ΔＴを調整プロセス
変数として用いるのが好ましく、この調整プロセス変数を熱効率の制御目標値（例えば、
９５％の熱効率に関して約２７℃（８０°Ｆ））と比較して、燃料ガス調節弁（図１のＴ
ＣＶ－１０２）の開度調節を行い、これにより、燃料を追加して酸化装置の設計熱効率を
維持する。ΔＴが熱効率の制御目標値よりも低下すると、ＴＣＶ－１０２を開いて、酸化
装置に入る汚染空気に燃料ガスを添加する。ΔＴが熱効率の制御目標値よりも高くなると
、ＴＣＶ－１０２を閉じて、酸化装置に対する燃料を減少させる。
汚染空気からの燃料寄与が酸化装置の実際の熱損失よりも大きくなる範囲が存在する。こ
の条件においては、ΔＴは、熱効率の制御目標値を超えていて、燃料ガスの流量は、燃料
ガス流阻止弁ＳＳＯＶ－１０４及び／又はＦＣＶ－１０８（総て図１に示す）を閉じるこ
とによって、燃料ガス流を総て停止させる。この状態においては、酸化装置は、分解され
ている汚染空気の中の汚染物質のヒート・バリューに基づいて、「無燃料」状態で運転さ
れている。汚染空気の中の汚染物質の濃度が増大すると、ΔＰ及びΔＴも増大する。ΔＰ
が、高汚染状態の圧力目標値（例えば、９５％の公称設計熱効率に関して２４”ＷＣ）よ
りも高くなると、及び／又は、ΔＴが、高汚染状態の温度制御目標値（例えば、９５％の
公称設計熱効率に関して約４９℃（１２０°Ｆ））よりも高くなると、導管”Ｆ”の熱交
換バイパス弁ＴＣＶ－１０３が比例して開かれて、過剰な熱及び圧力を燃焼室Ｃ－１０１
から排気用煙突”Ｅ”に排出し、これにより、酸化装置の全熱効率を産業廃棄物の要件に
合致するように自在に設計すると共に、酸化装置の全圧力損失、従って、プロセスファン
Ｐ－１０１の所要動力を低減させる。この加熱側のバイパス運転は、上述の燃料ガス注入
手段を装備した装置に用いることができ、あるいは、天然ガス注入機能をもたない装置に
使用することができる。燃料ガスは、汚染空気の汚染物質の濃度が効率的な運転を行うに
は低すぎる場合に使用され、一方、加熱側のバイパスは、汚染空気の汚染物質の濃度が効
率的な運転を行うには局すぎる場合に使用されるので、燃料ガスの注入作業及び加熱側の
バイパス運転は同時に実行されることはなく、そのような運転及び作業は、一時に一方だ
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けが必要とされることは、当業者には理解されよう。
バイパスされた清浄空気は、大気に直接排出することができ、又は、既に冷却されている
他の清浄空気と混合されることができ、あるいは、蒸気等を発生させる熱交換媒体として
使用することができる。
幾つかの産業的な用途においては、熱交換バイパスの代わりに又は熱交換バイパスに加え
て、汚染空気を希釈することが有益な場合がある。この希釈は、熱交換バイパスのΔＴ制
御と同様な方法で制御することができる。ΔＴが、高汚染状態の温度目標値よりも高くな
ると、補給空気弁ＦＣＶ－１１０を比例して開いて、酸化装置に入る前の産業廃棄物を希
釈することができる。
図４は、蓄熱型酸化装置の運転帯域を示すグラフである。バーナ燃料調節帯域は、酸化装
置の最初の始動運転の間の行われる、第１のシーケンスである。始動の後に、バーナ燃料
を停止して、ΔＴ制御帯域で必要とされる要件に基づいて、燃料ガスを産業廃棄物に添加
する。汚染物質の濃度が適正になると、酸化装置は、無燃料帯域の限界になるまで、無燃
料運転を行う。ΔＴが、無燃料帯域から外れると、酸化装置は、無燃料運転を引き続き行
い、汚染空気の濃い汚染物質の濃度からの過剰のエネルギを、燃焼室Ｃ－１０１から大気
に放出するか、あるいは、酸化装置に入る前に希釈する。
ファンＰ－１０１は酸化装置の入口に汚染空気を供給するので、本発明の蓄熱型酸化装置
は、ファンが酸化装置の排気側に位置している通常の「誘引通風」システムではなく、「
押込通風」システムを採用する。この押込通風システムは、ファンをより冷たい流入側に
置くことになり、これにより、ファンは小さくなる。追加の利点は、押込通風は、弁に起
因する圧力変動が上流側の産業廃棄物に作用する影響を減少させる、「バッファ」の役割
を果たすということである。
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ Ａ 】 【 図 ５ Ｂ 】
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